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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第58期

第１四半期累計期間
第59期

第１四半期累計期間
第58期

会計期間
自平成28年４月１日
至平成28年６月30日

自平成29年４月１日
至平成29年６月30日

自平成28年４月１日
至平成29年３月31日

売上高 （千円） 3,906,101 2,915,609 27,652,080

経常利益又は経常損失（△） （千円） 11,118 △519,423 2,957,371

四半期（当期）純利益又は四半期純損失

（△）
（千円） 1,961 △315,527 2,022,035

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 470,494 470,494 470,494

発行済株式総数 （千株） 8,197 8,197 8,197

純資産額 （千円） 16,521,618 17,833,615 18,655,973

総資産額 （千円） 25,672,839 25,843,874 28,550,919

１株当たり四半期（当期）純利益金額又

は１株当たり四半期純損失金額（△）
（円） 0.24 △39.01 249.98

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

１株当たり配当額 （円） － － 75.00

自己資本比率 （％） 64.4 69.0 65.3

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

４．第59期第１四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純

損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

５．第58期第１四半期累計期間及び第58期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

当第１四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

 

(1）業績の状況

当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、企業収益及び企業景況感の改善、ならびに個人消費の持ち直しが

続いており、緩やかな回復基調で推移しました。

建設業界におきましては、公共投資は堅調な動きがみられ、民間設備投資は企業収益改善等の背景から、持ち直

しの動きが続きました。

このような状況下にあって当社は、空調計装関連事業の新設工事においては、「既設工事に繋がる物件の受

注」、空調計装関連事業の既設工事においては、「提案型営業力強化による受注量確保」、産業計装関連事業にお

いては、「事業拠点と業容の拡充による事業展開」を対処すべき課題として掲げ、事業展開してまいりました。

業績の状況につきましては、受注高は空調計装関連事業の増加により、9,002百万円（前年同期比0.4%増）とな

りました。売上高につきましては、空調計装関連事業、産業計装関連事業ともに減少し、2,915百万円（同25.4%

減）となりました。

損益面につきましては、売上高の減少等により、営業損失が544百万円（前年同期は8百万円の損失）、経常損失

が519百万円（前年同期は11百万円の利益）、四半期純損失は315百万円（前年同期は1百万円の利益）となりまし

た。

なお、当社の売上高は、通常の営業の形態として、工事の完成引渡しが第４四半期会計期間に集中しているた

め、第１四半期会計期間から第３四半期会計期間における売上高に比べ、第４四半期会計期間の売上高が著しく多

くなるといった季節的変動があります。

セグメント別動向の概況は次のとおりであります。

〔空調計装関連事業〕

空調計装関連事業につきましては、受注工事高は、新設工事において事務所及び工場向け物件の増加等により、

8,316百万円（前年同期比1.0%増）となりました。内訳は、新設工事が2,435百万円（同2.6%増）、既設工事が

5,881百万円（同0.3%増）でした。

完成工事高は、新設工事において工場向け物件及び既設工事において事務所向け物件が減少したこと等により、

2,519百万円（同25.2%減）となりました。内訳は、新設工事が860百万円（同21.9%減）、既設工事が1,659百万円

（同26.7%減）でした。

また、制御機器類販売の受注高及び売上高は、73百万円（同14.8%減）となりました。

総じて、空調計装関連事業の受注高は8,390百万円（同0.8%増）、売上高は2,593百万円（同24.9%減）となりま

した。

〔産業計装関連事業〕

主に工場や各種搬送ライン向けに、空調以外の計装工事及び各種自動制御工事等を行う産業計装関連事業につき

ましては、受注工事高は、設備工事及び搬送工事の減少等により、550百万円（前年同期比2.9%減）となりまし

た。

完成工事高は、電気工事の減少等により、259百万円（同31.0%減）となりました。

また、制御機器類販売の受注高及び売上高は、62百万円（同18.2%減）となりました。

総じて、産業計装関連事業の受注高は612百万円（同4.7%減）、売上高は322百万円（同28.8%減）となりまし

た。

 

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(3）研究開発活動

当第１四半期累計期間における研究開発活動の金額は、27百万円であります。

なお、当第１四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 32,790,000

計 32,790,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成29年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年８月９日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 8,197,500 8,197,500

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数は100株

であります。

計 8,197,500 8,197,500 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数

（株）

発行済株式総数
残高

（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増減額

（千円）
資本準備金残高

（千円）

平成29年４月１日～

平成29年６月30日
－ 8,197,500 － 470,494 － 316,244

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成29年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

平成29年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　 108,600 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 8,086,700 80,867 －

単元未満株式 普通株式　　 2,200 － －

発行済株式総数 　　　　　8,197,500 － －

総株主の議決権 － 80,867 －

 

②【自己株式等】

平成29年６月30日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

日本電技株式会社
東京都墨田区両国

2-10-14
108,600 ― 108,600 1.32

計 － 108,600 ― 108,600 1.32

（注）当第１四半期会計期間末日現在の自己株式数は、108,729株であります。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について
当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間（平成29年４月１日から平成29

年６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成29年４月１日から平成29年６月30日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。

EDINET提出書類

日本電技株式会社(E00313)

四半期報告書

 6/13



１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当第１四半期会計期間
(平成29年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金預金 3,444,189 3,674,676

受取手形・完成工事未収入金等 8,507,136 4,930,074

有価証券 6,699,535 4,899,668

未成工事支出金 3,430,968 5,051,787

商品 8,453 9,050

材料貯蔵品 9,727 10,868

その他 1,100,516 1,307,685

貸倒引当金 △794 △468

流動資産合計 23,199,733 19,883,343

固定資産   

有形固定資産 990,951 986,466

無形固定資産 227,424 224,273

投資その他の資産   

投資有価証券 2,799,041 3,388,302

その他 ※ 1,333,768 ※ 1,361,488

投資その他の資産合計 4,132,809 4,749,790

固定資産合計 5,351,185 5,960,530

資産合計 28,550,919 25,843,874

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 3,462,139 2,531,083

未払費用 1,983,680 840,269

未払法人税等 1,050,391 3,541

未成工事受入金 2,030,579 3,211,326

完成工事補償引当金 14,826 14,157

工事損失引当金 101,243 142,160

その他 340,352 539,541

流動負債合計 8,983,213 7,282,080

固定負債   

退職給付引当金 280,995 276,604

役員退職慰労引当金 317,011 152,737

資産除去債務 27,073 27,143

その他 286,652 271,693

固定負債合計 911,732 728,178

負債合計 9,894,945 8,010,259

純資産の部   

株主資本   

資本金 470,494 470,494

資本剰余金 316,244 316,244

利益剰余金 17,646,640 16,764,895

自己株式 △120,191 △120,319

株主資本合計 18,313,188 17,431,315

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 342,785 402,299

評価・換算差額等合計 342,785 402,299

純資産合計 18,655,973 17,833,615

負債純資産合計 28,550,919 25,843,874
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（２）【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

売上高   

完成工事高 3,743,440 2,779,630

商品売上高 162,660 135,979

売上高合計 3,906,101 2,915,609

売上原価   

完成工事原価 2,563,164 1,998,084

商品売上原価 107,584 93,817

売上原価合計 2,670,748 2,091,901

売上総利益 1,235,352 823,708

販売費及び一般管理費 1,243,554 1,368,599

営業損失（△） △8,202 △544,890

営業外収益   

受取利息 3,526 2,720

受取配当金 11,980 15,142

その他 4,455 7,768

営業外収益合計 19,963 25,631

営業外費用   

売上割引 392 161

コミットメントフィー 249 －

その他 － 2

営業外費用合計 642 163

経常利益又は経常損失（△） 11,118 △519,423

特別損失   

固定資産除却損 314 5,031

特別損失合計 314 5,031

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） 10,804 △524,454

法人税、住民税及び事業税 1,840 1,840

法人税等調整額 7,002 △210,767

法人税等合計 8,842 △208,927

四半期純利益又は四半期純損失（△） 1,961 △315,527
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

※ 資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額
 

 
前事業年度

（平成29年３月31日）
当第１四半期会計期間
（平成29年６月30日）

投資その他の資産（その他） 4,776千円 3,750千円

 

（四半期損益計算書関係）

前第１四半期累計期間（自平成28年４月１日　至平成28年６月30日）及び当第１四半期累計期間（自平成29年

４月１日　至平成29年６月30日）

当社の売上高は、通常の営業の形態として、工事の完成引渡しが第４四半期会計期間に集中しているため、第

１四半期会計期間から第３四半期会計期間における売上高に比べ、第４四半期会計期間の売上高が著しく多くな

るといった季節的変動があります。

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期

間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間

（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日）

減価償却費 41,788千円 45,063千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期累計期間（自平成28年４月１日　至平成28年６月30日）

配当金支払額

 
（決議）

 
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月29日

定時株主総会
普通株式 493,422 61 平成28年３月31日 平成28年６月30日 利益剰余金

 
 

Ⅱ　当第１四半期累計期間（自平成29年４月１日　至平成29年６月30日）

配当金支払額

 
（決議）

 
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月29日

定時株主総会
普通株式 566,217 70 平成29年３月31日 平成29年６月30日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期累計期間（自平成28年４月１日 至平成28年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）1

四半期
損益計算書
計上額
（注）2

 
空調計装
関連事業

産業計装
関連事業

計

売上高      

外部顧客への売上高 3,453,579 452,521 3,906,101 － 3,906,101

セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － － － －

計 3,453,579 452,521 3,906,101 － 3,906,101

セグメント利益 489,371 7,894 497,266 △505,468 △8,202

（注）１．セグメント利益の調整額△505,468千円は、全社費用であります。全社費用は、主に報告セグメント

に帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第１四半期累計期間（自平成29年４月１日 至平成29年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）1

四半期
損益計算書
計上額
（注）2

 
空調計装
関連事業

産業計装
関連事業

計

売上高      

外部顧客への売上高 2,593,522 322,087 2,915,609 － 2,915,609

セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － － － －

計 2,593,522 322,087 2,915,609 － 2,915,609

セグメント利益又は損失

（△）
70,860 △69,863 997 △545,888 △544,890

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額△545,888千円は、全社費用であります。全社費用は、主に

報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間

（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額（△）
0円24銭 △39円01銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額又は四半期純損失金額（△）

（千円）
1,961 △315,527

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額又は四半期純

損失金額（△）（千円）
1,961 △315,527

普通株式の期中平均株式数（千株） 8,088 8,088

（注）前第１四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載

しておりません。当第１四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四

半期純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

当社は、平成29年７月26日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用され

る同法第156条の規定に基づき、自己株式を取得すること及びその具体的な取得方法について決議し、自己株式

の取得を以下のとおり実施いたしました。

（１）自己株式取得を行う理由

経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を遂行するため。

（２）自己株式取得に関する取締役会の決議内容

①　取得する株式の種類

当社普通株式

②　取得する株式の総数

85,000株（上限）

③　取得する期間

平成29年７月27日

④　取得価額の総額

257,975千円（上限）

⑤　取得の方法

東京証券取引所の自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-3）による買付け

（３）取得日

平成29年７月27日

（４）その他

上記市場買付による取得の結果、当社普通株式85,000株（取得価額257,975千円）を取得いたしました。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年８月９日

日本電技株式会社

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 岡本　和巳　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 鈴木　裕司　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本電技株
式会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第59期事業年度の第１四半期会計期間（平成29年４月１日か
ら平成29年６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成29年４月１日から平成29年６月30日まで）に係る四半期財
務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
 
四半期財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸
表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成
し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する
結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準
拠して四半期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される
質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥
当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、日本電技株式会社の平成29年６月30日現在の財政状態及び同日をもっ
て終了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認
められなかった。
 
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上
 
　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半

期報告書提出会社）が別途保管しております。
２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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